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啓発事業であるので民間のみでは難しい。
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指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

情報利活用能力向上推進事業情報利活用能力向上推進事業情報利活用能力向上推進事業情報利活用能力向上推進事業

開始年度 2008 終了年度 2012

目的 e-ラーニングや出前講座を通してユビキタスネットワーク社会を実感してもらい、市民の情報利活用能力の向上を目指す。
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事業名

部署名 情報統計課

市民の情報利活用能力向上にむけ、eラーニングの手法での講習を体験する。eラーニングのコンテンツ（講義内容）について
は、eラーニングに実績のある地元企業に協力を依頼し、市民は無料で体験できるようにする。
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活動指標

民間等委託（一部）現在

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

成果指標

一般会計

単独事業

物件費（投資的）

総
合

計
画

体
系

総
合

計
画

体
系

総
合

計
画

体
系

総
合

計
画

体
系

基本施策
体系

重点施策
体系

eトレーニングライセンス提供数 目標値 50505050 30303030 30303030件

実績値 27272727 22222222

eトレーニング利用者数 人 目標値 500500500500 300300300300 300300300300

計算
根拠

利用できるライセンスの9割利用

実績値 320320320320 268268268268

達成率
（％）

64646464 89.389.389.389.3

実数値

ランク CCCC BBBB

市民が主役の地方主権のま
ちづくり

情報通信技術（ＩＣＴ）を
活用する

電子自治体

基本目標 属性 基本施策

コミュニケーションの充実

実施施策

6021
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【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

利用者数は減少しているが、潜在的ニーズはある。根
拠
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必
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【行政関与】
　行政が実施すべき事業で
　すか。

市民に対しての啓発事業である。根
拠

根
拠

有
効

性
効

率
・
効

果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させる
余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ある

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。

事業名

所管課

根
拠

ない

経費の大部分が業者の委託料であり、市価とは著しく安く提供してもらってい
る。

根
拠

啓発事業であるので受益者からの負担金はそぐわない。

根
拠

きめ細い周知広報を続けていく。
根

拠

　市民の情報利活用能力向上にむけ、eラーニングの手
法での講習を実施する。
　広報誌、ホームージでの周知広報に加え、、さらに
幅広く広報活動を行うとともに、また、ＩＴ講習推進
事業との連携を行い、利用者の促進を図ります。
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【平成25年度　方向性】

　市民の情報利活用能力向上に向けた、eラーニングの
手法での講習は終了する。今後は、高年大学などが開
催するIT講座において、講師派遣を行うなどして、初
心者の情報利活用向上に向けた支援を行う。
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【平成24年度　方向性】 維持

取組選択
年度

実施状況

H22（2010） H23（2011） H25（2013）H24（2012） H26（2014）
不可能 不可能－

－ 未実施 未実施

不可能

【H25提案型市民主役オープン事業実施】 不可能 〈不可能選択理由〉

その他

H23事業名 情報利活用能力向上推進事業 2505
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